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研究成果の概要（和文）：本研究はCOIL(Collaborative Online International Learning)を日本の高等教育機
関でも試行的に実践し、その効果を検証した。本研究の研究分担者の所属大学では、KU-COIL（関西大学COIL）
として、2014年から試行的に遠隔会議ツールなどを用いた活動を展開してきた（ホームページを参照のこと）。
本研究では、定期的に開講されるCOIL科目の履修学生らの成果検証に取組み、どのような検証の手法が最も適応
性があるのかを考察した。これらの検証により、日本国内の高等教育機関におけるCOILの正規カリキュラム化の
現実性と課題を明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：This project investigated the educational values of COIL (Collaborative 
Online International Learning) as implemented at the higher educational level in Japan by 
undertaking an examination of learning outcomes COIL participants can expect from this practice. The
 study explored various dimensions of learning gain, with a particular focus on second language 
acquisition and the development of interactional competencies. Analysis employed a wide range of 
qualitative and quantitative methods in order to evaluate the most suitable methods for undertaking 
assessment of virtual exchange/online international education. 

研究分野： 会話分析　エスノメソドロジー　相互行為研究
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
国の施策および大学の国際化施策として、日本
人学生が海外にて留学研修体験を行うアウトバ
ウンドの学生モビリティの向上の需要が高まって
いる。就職活動時期や卒業単位履修の遅延な
どが不安材料となり、さらには自身の外国語能
力の不足から、大学在籍中に交換留学派遣な
どの制度を活用できないケースや、海外での研
修自体に魅力を感じず留学に踏み切らない「内
向き志向」の日本人学生の傾向は未だ色濃く問
題点として残っている。世界の同世代を競争相
手と意識し、自身の進路やキャリアを考えるきっ
かけを提供する上で不可欠なのが、学生達自ら
が同世代の学生たちと交流する場を留学前から
作りだし、グローバル化する社会で必要な人材
となるスキルの基礎の鍛錬の場を国内の大学カ
リキュラム内に構築することである。イギリス・アメ
リカ等国外でも、アウトバウンド学生モビリティの
極端な少数値の改善や異文化への関心を強め
る施策が求められており、外向き志向を産み出
す仕掛けを教育的介入により見出そうとしてい
る。 
 
２．研究の目的 
上記のような内向き志向・派遣留学数の困難と
いう問題の解決策の一つとして、本研究が取り
上げる ICT ツールを用いた遠隔国際連携学習
(Collaborative Online International Learning)が
2004 年にニューヨーク州立大学で開発された。
国内にいながら海外の様々な地域の同世代と
共修するこの教育実践には、現在海外約 18 の
国（機関）および22のSUNYシステム内の大学と
その他米国の大学が賛同し互いに国際連携を
行い、COIL を導入した科目提供を実現させて
いる。本研究はこの活動を日本の高等教育機関
でも試行的に実践し、その効果を検証しようとい
うものである。本研究の研究分担者の所属大学
では、KU-COIL（関西大学 COIL）として、2014
年から試行的に遠隔会議ツールなどを用いた活
動が展開してきた（ホームページを参照のこと）。
本研究では、定期的に開講される COIL 科目の
履修学生らの成果検証を行うことで、高等教育
における COIL の正規カリキュラム化の現実性と
課題を明らかにすることを目的としている。 
 
３．研究の方法 
国際遠隔連携学習実践(以下 COIL)を研究機
関中に実施し、会話分析・エスノメソドロジ
ーなどの質的調査法により受講者の行動観
察を行うと同時に、①異文化間における相互
行為能力(Interactional Competence)の発達 
②外国語（英語）の言語学的運用能力の発達
③異文化に対する意識の変化を測定する紙
上調査および言語能力診断テストを事前事
後に用いて変化を観察する。また、授業期間
終了後に、④科目履修後の留学・研修などに
対する意識変化と実際の参加の有無をフォ
ローアップとして調査する。本調査の結果を
踏まえ、学生モビリティの促進につながる実
践的コミュニケーション能力と異文化対応

能力を養成する教育カリキュラムを構築し、
全国的な普及に尽力し、国内外に成果の発信
を行う。 
 ここで、どのような学習モデルが COIL で
は実際に可能となるのかを提示しておく。図
１が示すように、SUNY の COIL モデルでは大
きく分けて 「①Ice Breaker（互いを知り合
うためのタスク）」、「②Comparison ＆ 
Analysis（互いの国や文化を知るためのタス
ク）」、そして「③Collaboration（協働して
何かを作り出すタスク）」の 3 段階の活動を
クラスＡ（仮に日本の大学の科目とする）と
クラスＢ（仮に海外の大学の科目とする）が
同ペースにて行う（図 1参照）。Aと B、それ
ぞれのパートナークラスの国と自国との時
差や学年暦、そして授業開講時限など様々な
条件を考慮し、交流の形を考案する。バーチ
ャルに繋がるその術は様々である。同期型
（中継）、または非同期型（事前録画、掲示
板など）の繋がり型次第で、Skype や Zoom な
どのウェブ会議ツールを用いたり、Facebook
や Line などの SNS をコミュニケーションの
場として設置することもある。SUNY の COIL
モデルでは、通常短くとも 4週間から６週間
程度の活動期間を割き、上記の 3段階を行う
ことが理想であるとされている。 
 
４．研究成果 
(1)異文化間における相互行為能力の考察 
 相互行為能力については、ここ 10 数年にお
いて急速な展開を見せている CA-SLA(第二言
語習得のための会話分析)のアプローチを取り
込み、本研究の考察を進めた。CA-SLA の研究
路線の一つは、教室内活動やグループ活動な
どといったインフォーマルな学習場面で展開す
るインタラクション全体を捉えるために、会話分
析やエスノメソドロジーを分析手法として活用す
る も の が あ る (Mori, 2002; Hellerman, 2003; 
Koshik, 2002 他)。「教室（談話）分析」は、1960
年代より SLA を含む応用言語学の分野におい
て発展を遂げてきた。特に、外国語として学ぶ
対象言語（日本語の場合は JFL）の状況下にお
いて、教室談話は言語習得における唯一の言
語インプットである場合も多く、その中でどのよう
な言語発話が産出されているのかを知ることが、
学習者の言語習得過程を理解する大きな手掛
かりとなる。従来の手法では、事前に設置したカ
テゴリー毎に、教師と学習者の発話を量的に記
録し、その特徴を分析するが（Spada & Frohlich , 
1995 他）、これを代替または補填する趣旨にお
いて L2 相互行為分析を行う。会話分析・エスノ
メソドロジーでは、社会成員は言語的リソースを
手がかりにその場その場で「現実」を構成し、相
手の行為を受けて刻々と枠組みを変えるものだ
ということを大前提とする（Garfinkel 1967）が、こ
の視点を踏まえ、教室で展開するインタラクショ
ンを紐解き、新たな知見を提供する。 
 本研究では、関西大学で 2016 年度に実施さ
れた COIL 科目（合計１９科目）の内、同期型
（Live Communication）を含む授業の談話資料



を分析し、以下のような３つの見解を得ることが
できた。 
 
観察点１：海外のパートナー大学の学生の外国
語（英語）運用能力によって、同じ学習者であっ
ても相互行為の展開は大きく変化が起こる。特
に、会話分析の概念である「聞き手に応じた発
話の構築(recipient design)」の手続きが、COIL
コミュニケーション参加者らによってどのように遂
行されるかを詳細に見ていくと、対話者の第二
言語運用能力のレベルによりそっていることがわ
かった。 
 
観察点２：ICTツール（Web会議ツール）のインフ
ラ・接続状況によって、発話交替の形は影響さ
れる。本研究におけるデータでは、Skype と
Zoom.Us の双方を用いた会話があるが、複数話
者が参加する会話になるにつれ、Skype による
接続状態は芳しくない場合が多くなった。一方
Zoom.Us を用いた場合でも、COIL の海外パート
ナーのインターネットのインフラによる接続の不
安定な状態は多々発生する。この「いつ途切れ
るか予測できない」という意識を念頭に発話を行
うため、各ターンの発話量がより簡潔に、また同
じ発言を何度か繰り返す、ということを各参加者
らが行っていた。発話の交代についても、インフ
ラ状態を気にしながらの手続きとなるため、「聞こ
えますか」「もう一度」といった接続確認の対話が
常に挿入された形での相互行為となっていた。 
 
観察点３：COIL の相互行為において参加者ら
が最もリソースとして活用するのは、画面に登場
する対話者の身体的行動である。顔の表情など
に加え、身体（体幹）の位置や、視線の動きなど
により、話者の発話への反応を発話途中におい
ても敏感に察知しその場で変化をもたらしたり、
観察点２で述べたような確認作業を行ったりとい
う行動を行う。身体的な相互行為リソースについ
て、相互行為能力を総合的に考察する上で看
過することができないということがわかる。 
 
(2)外国語（英語）運用能力の考察 
本研究では、言語運用能力の多側面の中で

も口頭のコミュニケーション能力を重視し、
その伸長への COIL の効果検証を行った。 
2015 年 12 月に COIL 授業に参加した学生

13名にOPIc(コンピュータベースのOPI(Oral 
Proficiency Interview)テスト)1を事前事後
で受験してもらったところ、1 名を除き
Intermediate Low から Intermediate Mid ま
たは Intermediate Mid から Intermediate 
High に判別結果が向上した2。 
 

                                                  
1 OPIc については次のサイトを参照のこと 
www.neclearning.jp/opic/ (最終アクセス 
2016/09/27) 
2 １名は、プレの段階から Intermediate high であ
り、ポストテストでも Intermediate high のままであ
った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１OPI と OPIc のレベル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    図２ OPIc の一場面 
メキシコのモンテレイ工科大学との6週間

の連携であったため、非同期型の交流を主流
とし授業時間外でスカイプでの交流を自主
的に学生にさせていた。このように短期間か
つ非同期型の活動が多くとも、英語を用いて
コミュニケーションを図ろうというその積
極性が結果として現れたのではないかと考
察できる。今回は試行的な OPIc の活用では
あったが、今後も COIL の学習効果を検証す
る上で、語学能力、異文化対応能力などの多
側面におけるアセスメントを実施し COIL 活
用のメリット・デメリットをさらに定量的に
考察していきたいと考えている。 
 

(3)異文化に対する意識の変化 
 COIL では海外の学生ピアと交流を行い、共
同学習を行うため、異文化に対する意識の向
上に最も適しているとされている。この効果
を よ り 明 示 的 に 評 価 す る 上 で 、
intercultural competence（異文化対応能力）
を測定することができるツールの探求を本
研究では行った。国外において近年最も活用
さ れ て い る 測 定 ツ ー ル に は 、
IDI(Intercultural Development Inventory)、
GPI(Global Perspective Inventory)、そし
て BEVI(Beliefs, Events, and  Values 
Inventory)などがある。本研究期間では、こ
れらのツールを参考とし、独自のサーベイツ
ールを構築した。COIL の活動の事前と事後に、
履修者がサーベイを受け、この 2つの時間軸
の間にどのような変化が観察できるのかを
検証した Surveymonkey というオンラインツ
ールによってサーベイを履修者が受ける。図
3がそのサーベイの一例である。 
 COIL 前後の時間軸によるサーベイの結果
を検証すると、以下のような観察を行うこと
ができる。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 COIL サーベイ 
 
観察点１：COIL 体験後に、①留学希望をする
者②異文化に対する気づきが増えたと感じ
る学生③自国の文化に対する意識が高まっ
たと感じる学生の比率が顕著に向上する。 
観察点２：自国以外の社会ニュース・世界情
勢などに関心を持ち始める者が増える。 
観察点３：自国文化を背景とする者以外の人
間と協働するようなキャリアを志向する傾
向に変化する。 
 
これらの観察点は、COIL の共修期間の長短に
かかわらず同様に変化が現れた。これらの点
を踏まえると、バーチャルでありながらも、
座学では体感できない学びが生まれている
と結果づけることができるのではないだろ
うか。また、異文化対応能力の向上をうかが
わせる変化を観察できたことは、今後さらに
国外で普遍的に活用されている測定ツール
を用いた結果検証を行うステップに踏み出
す上で意義のある試行的な予備研究ができ
たと考えている。 
 
(4)COIL 科目履修後のフォローアップ 
COIL のようなバーチャルな国際コミュニ

ケーションの取り組みを、実際に体験した学
生達はどのように感じているのかについて
言及しておきたい。まず、国内外において、
COIL を何等かの形で経験した学生らには、
SNS を用いた意見交換などといった従来の座
学中心の授業形態とは一線を画す活動を行
うことが斬新かつ高評価である。スマートフ
ォンにもあるアプリツールが多いため、授業
であるにも関わらず気軽に活動に参加でき
る。COIL をきっかけとして、授業時間内外に
おいて海外大学そしてクラスメートと情報
提供を始め、授業終了後も繋がりを継続する
者も多い。関西大学では各学期の終わりに授
業評価アンケートを行っているが、自由記述
部分に「とにかく楽しかった！」「英語で本
当に話せた」といったいわゆる開眼的な体験
をした学生の声が多く寄せられる。 
本研究期間内にて検証的なかった点とし

ては、COIL を体験した履修者らが、どのぐら
いの確立で実際の派遣留学へとステップア
ップをしたか、また、彼らの就職活動におい
てどのように COIL の経験が生かされている
のかといった長期でのフォローアップがあ
る。これは今後の研究において積極的に取り
組みたいと考えている。 
 
従来「グローバル人材養成のための教育カ

リキュラム」として多く提案されてきている
のは英語などの語学教育の改善や「異文化コ
ミュニケーション」などの科目の新たな設置
であるのに対し、本研究では既存の授業科目
に遠隔国際連携学習活動を一部導入するこ
とで外国語によるコミュニケーション能力
を養成し、海外に向けた「外向き志向」を培
うと言ったグローバル人材育成に必要な基
礎的要素を日常の学習ルーティンの中で培
うデザインを意識した。今後は、国内の大学
単体で実践するのではなく、海外の大学との
連携を必要前提とした試みである点で、チャ
レンジ性が高いと同時に、研究成果として大
きな貢献性を持つ結果を期待することがで
きる。 
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